
○
総
務
省
令
第

号

電
気
通
信
事
業
法
（
昭
和
五
十
九
年
法
律
第
八
十
六
号
）
第
二
章
第
四
節
第
二
款
の
規
定
に
基
づ
き
、
電
気
通
信
番

号
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成

年

月

日

総
務
大
臣

石
田

真
敏

電
気
通
信
番
号
規
則

目
次第

一
章

総
則
（
第
一
条
・
第
二
条
）

第
二
章

電
気
通
信
番
号
使
用
計
画
の
認
定
手
続
（
第
三
条

第
八
条
）

｜

第
三
章

電
気
通
信
番
号
使
用
計
画
の
認
定
後
の
手
続
（
第
九
条

第
十
五
条
）

｜

第
四
章

雑
則
（
第
十
六
条

第
十
八
条
）

｜

附
則

第
一
章

総
則

（
目
的
）

第
一
条

こ
の
省
令
は
、
電
気
通
信
事
業
法
（
昭
和
五
十
九
年
法
律
第
八
十
六
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
二
章

第
四
節
第
二
款
の
規
定
に
基
づ
き
、
電
気
通
信
番
号
の
使
用
に
関
す
る
事
項
を
定
め
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。
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（
定
義
）

第
二
条

こ
の
省
令
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
は
、
法
及
び
電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
（
昭
和
六
十
年
郵
政
省
令
第

二
十
五
号
）
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
の
例
に
よ
る
。

第
二
章

電
気
通
信
番
号
使
用
計
画
の
認
定
手
続

（
電
気
通
信
番
号
使
用
計
画
の
認
定
の
単
位
）

第
三
条

法
第
五
十
条
の
二
第
一
項
の
認
定
は
、
電
気
通
信
番
号
の
別
に
よ
ら
ず
、
電
気
通
信
事
業
者
ご
と
に
行
う
。

（
電
気
通
信
番
号
使
用
計
画
の
記
載
事
項
）

第
四
条

法
第
五
十
条
の
二
第
一
項
第
四
号
の
総
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

電
気
通
信
番
号
を
使
用
し
て
提
供
す
る
電
気
通
信
役
務
の
内
容

二

電
気
通
信
番
号
の
使
用
に
必
要
と
な
る
電
気
通
信
設
備
の
構
成
図

三

付
番
を
し
な
い
場
合
は
、
利
用
者
設
備
識
別
番
号
の
管
理
に
関
す
る
事
項

四

事
業
者
設
備
等
識
別
番
号
（
利
用
者
設
備
識
別
番
号
以
外
の
電
気
通
信
番
号
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
使
用

す
る
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項

イ

使
用
し
よ
う
と
す
る
事
業
者
設
備
等
識
別
番
号
（
自
ら
指
定
を
受
け
て
事
業
者
設
備
等
識
別
番
号
を
使
用
す

る
場
合
に
限
る
。
）

ロ

事
業
者
設
備
等
識
別
番
号
の
管
理
に
関
す
る
事
項
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五

そ
の
他
電
気
通
信
番
号
の
使
用
に
当
た
り
特
に
必
要
な
事
項

（
電
気
通
信
番
号
使
用
計
画
の
認
定
の
申
請
）

第
五
条

法
第
五
十
条
の
二
第
二
項
の
申
請
書
及
び
電
気
通
信
番
号
使
用
計
画
は
、
そ
れ
ぞ
れ
様
式
第
一
及
び
様
式
第

二
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

２

前
項
の
電
気
通
信
番
号
使
用
計
画
は
、
別
表
に
掲
げ
る
電
気
通
信
番
号
の
種
別
ご
と
に
作
成
す
る
も
の
と
す
る
。

た
だ
し
、
同
一
の
電
気
通
信
番
号
の
種
別
に
つ
い
て
、
提
供
す
る
電
気
通
信
役
務
の
内
容
ご
と
に
作
成
す
る
こ
と
を

妨
げ
な
い
。

３

法
第
五
十
条
の
二
第
二
項
の
総
務
省
令
で
定
め
る
添
付
書
類
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

新
た
に
利
用
者
設
備
識
別
番
号
の
指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
は
、
そ
の
利
用
者
設
備
識
別
番
号
の
数
及
び

そ
の
算
定
の
根
拠
を
記
載
し
た
書
類

二

新
た
に
電
気
通
信
番
号
の
指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
特
定
の
電
気
通
信
番
号
の
指
定
を
希
望

す
る
場
合
は
、
そ
の
電
気
通
信
番
号
及
び
希
望
す
る
理
由
を
記
載
し
た
書
類

（
電
気
通
信
番
号
使
用
計
画
の
認
定
の
基
準
）

第
六
条

法
第
五
十
条
の
四
第
三
号
の
総
務
省
令
で
定
め
る
基
準
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

利
用
者
設
備
識
別
番
号
の
指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
は
、
指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
利
用
者
設
備
識
別
番

号
が
、
電
気
通
信
役
務
の
提
供
の
た
め
に
必
要
で
あ
り
、
か
つ
合
理
的
な
も
の
で
あ
る
こ
と
。
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二

固
定
電
話
番
号
の
指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
は
、
指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
電
気
通
信
番
号
計
画
に
定
め

る
番
号
区
画
ご
と
の
固
定
電
話
番
号
の
数
に
つ
い
て
、
相
当
程
度
の
需
要
が
見
込
ま
れ
、
当
該
需
要
に
対
す
る
電

気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
計
画
に
確
実
性
が
あ
る
こ
と
。

三

法
第
五
十
条
の
二
第
一
項
第
二
号
イ
に
掲
げ
る
事
項
が
、
利
用
者
に
対
す
る
公
平
性
を
確
保
し
、
か
つ
効
率
的

な
利
用
者
設
備
識
別
番
号
の
使
用
を
確
保
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

四

卸
電
気
通
信
役
務
の
提
供
を
行
い
、
又
は
卸
電
気
通
信
役
務
の
提
供
を
受
け
る
場
合
は
、
法
第
五
十
条
の
二
第

一
項
第
二
号
ロ
に
掲
げ
る
事
項
若
し
く
は
第
四
条
第
三
号
に
定
め
る
事
項
又
は
同
条
第
四
号
ロ
に
定
め
る
事
項
が

、
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
お
い
て
使
用
す
る
電
気
通
信
番
号
の
管
理
を
行
う
た
め
に
適
切
な
も
の
で
あ
る
こ
と
。

（
認
定
証
の
交
付
等
）

第
七
条

総
務
大
臣
は
、
法
第
五
十
条
の
四
の
規
定
に
よ
り
、
法
第
五
十
条
の
二
第
一
項
の
認
定
を
し
た
と
き
は
、
認

定
証
を
交
付
す
る
。

２

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
利
用
者
設
備
識
別
番
号
の
指
定
を
し
た
と
き
は
、
認
定
証
の
交
付
に
併
せ
て
当
該
利
用

者
設
備
識
別
番
号
を
通
知
す
る
。

（
事
業
者
設
備
等
識
別
番
号
の
指
定
）

第
八
条

総
務
大
臣
は
、
電
気
通
信
番
号
使
用
計
画
（
第
四
条
第
四
号
イ
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
場
合
に
限
る
。

）
に
つ
い
て
、
法
第
五
十
条
の
二
第
一
項
の
認
定
を
し
た
と
き
は
、
法
第
五
十
条
の
十
一
の
規
定
に
よ
り
事
業
者
設
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備
等
識
別
番
号
を
指
定
し
、
こ
れ
を
通
知
す
る
。

２

利
用
者
設
備
識
別
番
号
（
別
表
第
九
号
に
掲
げ
る
Ｉ
Ｍ
Ｓ
Ｉ
を
除
く
。
）
の
指
定
を
受
け
て
い
る
電
気
通
信
事
業

者
は
、
プ
レ
フ
ィ
ッ
ク
ス
（
電
気
通
信
番
号
計
画
に
事
業
者
設
備
等
識
別
番
号
と
し
て
定
め
る
プ
レ
フ
ィ
ッ
ク
ス
を

い
う
。
）
の
指
定
を
受
け
て
い
る
も
の
と
み
な
す
。

第
三
章

電
気
通
信
番
号
使
用
計
画
の
認
定
後
の
手
続

（
変
更
の
認
定
の
申
請
）

第
九
条

法
第
五
十
条
の
六
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
五
十
条
の
二
第
二
項
の
申
請
書
及
び
電
気
通
信
番
号
使

用
計
画
は
、
そ
れ
ぞ
れ
様
式
第
三
及
び
様
式
第
二
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

２

第
五
条
第
二
項
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
電
気
通
信
番
号
使
用
計
画
に
準
用
す
る
。
た
だ
し
、
電
気
通
信

番
号
の
種
別
又
は
電
気
通
信
役
務
の
内
容
ご
と
に
作
成
し
た
電
気
通
信
番
号
使
用
計
画
の
う
ち
、
変
更
の
な
い
も
の

に
つ
い
て
は
提
出
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３

法
第
五
十
条
の
六
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
五
十
条
の
二
第
二
項
の
総
務
省
令
で
定
め
る
添
付
書
類
は
、

次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

第
五
条
第
三
項
各
号
に
定
め
る
書
類

二

指
定
を
受
け
て
い
る
電
気
通
信
番
号
の
数
を
減
じ
よ
う
と
す
る
場
合
は
、
そ
の
電
気
通
信
番
号
を
記
載
し
た
書

類
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（
変
更
の
認
定
）

第
十
条

第
六
条
か
ら
第
八
条
ま
で
の
規
定
は
、
法
第
五
十
条
の
六
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
変
更
の
認
定
を
受
け
よ
う

と
す
る
場
合
に
準
用
す
る
。

（
軽
微
な
変
更
）

第
十
一
条

法
第
五
十
条
の
六
第
一
項
た
だ
し
書
の
総
務
省
令
で
定
め
る
軽
微
な
変
更
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

指
定
を
受
け
て
い
る
電
気
通
信
番
号
の
数
の
減
少
（
指
定
を
受
け
て
い
る
全
て
の
電
気
通
信
番
号
の
数
が
減
少

す
る
場
合
を
含
み
、
新
た
に
電
気
通
信
番
号
の
指
定
を
受
け
る
こ
と
と
な
る
場
合
を
除
く
。
）

二

電
気
通
信
役
務
の
提
供
の
開
始
の
日
の
繰
上
げ

三

電
気
通
信
番
号
の
使
用
に
関
す
る
条
件
を
確
保
す
る
た
め
、
他
の
電
気
通
信
事
業
者
と
取
決
め
を
し
て
い
る
場

合
に
お
け
る
、
当
該
取
決
め
を
し
て
い
る
他
の
電
気
通
信
事
業
者
の
数
の
増
加
又
は
減
少
（
当
該
取
決
め
の
内
容

に
変
更
が
な
い
場
合
に
限
る
。
）

四

電
気
通
信
番
号
の
使
用
に
関
す
る
条
件
の
確
保
に
関
す
る
事
項
の
変
更
の
う
ち
、
総
合
品
質
の
変
更
（
総
合
品

質
を
劣
化
さ
せ
る
こ
と
と
な
る
場
合
を
除
く
。
）

五

別
表
第
十
一
号
に
掲
げ
る
付
加
的
役
務
識
別
番
号
を
使
用
し
て
電
気
通
信
役
務
の
内
容
を
識
別
し
て
い
る
場
合

で
あ
っ
て
、
当
該
付
加
的
役
務
識
別
番
号
の
四
桁
目
以
降
に
よ
り
そ
の
識
別
す
る
電
気
通
信
役
務
の
内
容
を
細
分

し
て
い
る
と
き
に
お
け
る
当
該
細
分
し
て
い
る
事
項
の
変
更
（
新
た
に
付
加
的
役
務
識
別
番
号
の
指
定
を
受
け
る
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こ
と
と
な
る
場
合
を
除
く
。
）

（
軽
微
な
変
更
の
届
出
等
）

第
十
二
条

電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
第
七
条
又
は
第
九
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
氏
名
等
の
変
更
の
届
出
を
し
た

者
は
、
法
第
五
十
条
の
六
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
法
第
五
十
条
の
二
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る
事
項
の
変
更
に
係
る

届
出
を
し
た
も
の
と
み
な
す
。

２

法
第
五
十
条
の
六
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
同
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
軽
微
な
変
更
の
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
者
は

、
様
式
第
四
の
届
出
書
に
、
様
式
第
二
に
よ
る
電
気
通
信
番
号
使
用
計
画
（
電
気
通
信
番
号
の
種
別
又
は
電
気
通
信

役
務
の
内
容
ご
と
に
作
成
し
た
も
の
の
う
ち
、
変
更
の
な
い
も
の
を
除
き
、
指
定
を
受
け
て
い
る
電
気
通
信
番
号
の

数
を
減
じ
よ
う
と
す
る
場
合
は
、
そ
の
電
気
通
信
番
号
を
記
載
し
た
書
類
を
含
む
。
）
を
添
え
て
提
出
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

３

法
第
五
十
条
の
六
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
電
気
通
信
番
号
を
使
用
し
な
い
電
気
通
信
事
業
者
に
な
っ
た
旨
の
届
出

を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
五
の
届
出
書
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４

前
項
の
届
出
を
提
出
す
る
と
き
は
、
併
せ
て
法
第
五
十
条
の
二
第
一
項
の
認
定
及
び
法
第
五
十
条
の
六
第
一
項
の

変
更
認
定
に
係
る
認
定
証
を
総
務
大
臣
に
返
納
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５

現
に
作
成
し
て
い
る
電
気
通
信
番
号
使
用
計
画
（
第
四
条
第
四
号
イ
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
場
合
に
限
る
。

）
を
標
準
電
気
通
信
番
号
使
用
計
画
と
同
一
の
も
の
に
変
更
し
た
と
き
（
法
第
五
十
条
の
六
第
一
項
の
変
更
の
認
定
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を
受
け
る
場
合
を
除
く
。
）
は
、
前
条
第
一
号
の
軽
微
な
変
更
と
し
て
、
第
二
項
の
規
定
を
準
用
す
る
。

（
利
用
者
設
備
識
別
番
号
の
管
理
の
引
継
ぎ
等
）

第
十
三
条

利
用
者
設
備
識
別
番
号
の
指
定
を
受
け
て
い
る
電
気
通
信
事
業
者
は
、
当
該
指
定
の
失
効
等
（
法
第
五
十

条
の
十
第
一
号
に
規
定
す
る
指
定
の
失
効
又
は
同
条
第
二
号
に
規
定
す
る
指
定
の
取
消
し
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に

お
い
て
同
じ
。
）
が
あ
っ
た
場
合
に
、
当
該
利
用
者
設
備
識
別
番
号
の
管
理
を
引
き
継
ぐ
電
気
通
信
事
業
者
（
法
第

五
十
条
の
二
第
一
項
の
認
定
を
受
け
て
い
る
者
に
限
る
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
番
号
管
理
事
業
者
」
と
い
う
。

）
を
あ
ら
か
じ
め
総
務
大
臣
に
届
け
出
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

第
一
項
の
場
合
に
お
い
て
、
利
用
者
設
備
識
別
番
号
の
指
定
の
失
効
等
が
あ
っ
た
と
き
は
、
番
号
管
理
事
業
者
は

、
当
該
指
定
の
失
効
等
が
あ
っ
た
日
か
ら
起
算
し
て
三
十
日
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
は
、
法
第
五
十
条
の
二
第
一

項
の
指
定
を
受
け
て
い
る
も
の
と
み
な
す
。
当
該
番
号
管
理
事
業
者
が
そ
の
期
間
内
に
法
第
五
十
条
の
六
第
一
項
の

変
更
の
認
定
を
申
請
し
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
期
間
を
経
過
し
た
と
き
は
、
当
該
申
請
に
つ
い
て
認
定
又
は
拒
否

の
処
分
が
あ
る
ま
で
の
間
も
、
同
様
と
す
る
。

３

総
務
大
臣
は
、
第
一
項
の
届
出
が
あ
っ
た
場
合
は
、
速
や
か
に
番
号
管
理
事
業
者
に
そ
の
旨
を
通
知
す
る
こ
と
と

す
る
。

４

総
務
大
臣
か
ら
前
項
の
通
知
を
受
け
た
番
号
管
理
事
業
者
が
、
利
用
者
設
備
識
別
番
号
の
管
理
の
引
継
ぎ
に
同
意

し
な
い
場
合
は
、
第
二
項
の
規
定
は
適
用
し
な
い
。
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５

前
四
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
利
用
者
設
備
識
別
番
号
の
指
定
の
失
効
等
が
あ
っ
た
場
合
で
あ
っ
て
、
当
該
指

定
を
受
け
て
い
た
電
気
通
信
事
業
者
以
外
の
電
気
通
信
事
業
者
が
当
該
利
用
者
設
備
識
別
番
号
を
番
号
ポ
ー
タ
ビ
リ

テ
ィ
に
よ
り
使
用
し
て
い
る
と
き
は
、
そ
の
失
効
等
が
あ
っ
た
日
か
ら
起
算
し
て
三
十
日
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間

（
そ
の
期
間
内
に
当
該
利
用
者
設
備
識
別
番
号
が
新
た
に
指
定
さ
れ
た
場
合
は
、
当
該
指
定
さ
れ
た
日
ま
で
の
間
）

は
、
当
該
番
号
ポ
ー
タ
ビ
リ
テ
ィ
に
よ
り
使
用
し
て
い
る
利
用
者
設
備
識
別
番
号
は
、
従
前
の
例
に
よ
り
使
用
す
る

こ
と
が
で
き
る
。

（
事
業
者
設
備
等
識
別
番
号
の
取
消
し
等
）

第
十
四
条

総
務
大
臣
は
、
法
第
五
十
条
の
十
一
の
規
定
に
よ
り
、
法
第
五
十
条
の
八
の
規
定
に
よ
る
電
気
通
信
番
号

使
用
計
画
（
事
業
者
設
備
等
識
別
番
号
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
の
認
定
の
失
効
が
あ
っ
た
と
き
は
、
当
該
事
業
者

設
備
等
識
別
番
号
の
指
定
を
取
り
消
す
も
の
と
す
る
。

２

総
務
大
臣
は
、
法
第
五
十
条
の
十
一
の
規
定
に
よ
り
、
電
気
通
信
事
業
者
（
事
業
者
設
備
等
識
別
番
号
の
指
定
を

受
け
て
い
る
者
に
限
る
。
）
が
法
第
五
十
条
の
九
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
当
該
事
業
者
設
備
等
識

別
番
号
の
全
部
又
は
一
部
の
指
定
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
る
。

（
使
用
期
限
を
超
過
し
た
電
気
通
信
番
号
）

第
十
五
条

電
気
通
信
番
号
（
電
気
通
信
番
号
計
画
に
お
い
て
使
用
の
期
限
が
記
載
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
の
指
定

は
、
当
該
使
用
の
期
限
を
超
え
た
場
合
は
、
そ
の
効
力
を
失
う
も
の
と
す
る
。
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２

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
電
気
通
信
番
号
の
指
定
を
受
け
て
い
た
電
気
通
信
事
業
者
は
、
遅
滞
な
く
、
法
第
五
十

条
の
六
の
規
定
に
よ
り
電
気
通
信
番
号
使
用
計
画
を
変
更
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
法
第
五
十
条
の
八
各

号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

第
四
章

雑
則

（
公
示
）

第
十
六
条

法
第
五
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
電
気
通
信
番
号
計
画
（
法
第
五
十
条
の
十
二
の
規
定
に
よ
り
記
載
す

る
も
の
を
除
く
。
）
の
公
示
は
、
官
報
で
告
示
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
行
う
。

２

法
第
五
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
電
気
通
信
番
号
計
画
（
法
第
五
十
条
の
十
二
の
規
定
に
よ
り
記
載
す
る
も
の

に
限
る
。
）
の
公
示
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用
そ
の
他
の
適
切
な
方
法
に
よ
っ
て
行
う
。

（
書
類
の
提
出
）

第
十
七
条

こ
の
省
令
の
規
定
に
よ
り
総
務
大
臣
に
提
出
す
る
書
類
は
、
電
気
通
信
事
業
者
の
業
務
区
域
（
そ
の
業
務

区
域
が
二
以
上
の
総
合
通
信
局
（
沖
縄
総
合
通
信
事
務
所
を
含
む
。
）
の
管
轄
区
域
に
わ
た
る
場
合
は
、
そ
の
主
た

る
区
域
）
を
管
轄
す
る
総
合
通
信
局
長
（
沖
縄
総
合
通
信
事
務
所
長
を
含
む
。
）
を
経
由
し
て
提
出
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

（
電
磁
的
方
法
に
よ
る
提
出
）

第
十
八
条

こ
の
省
令
の
規
定
に
よ
り
総
務
大
臣
に
提
出
す
る
書
類
は
、
そ
の
書
類
の
記
載
事
項
を
記
録
し
た
電
磁
的
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方
法
（
電
子
的
方
法
、
磁
気
的
方
法
そ
の
他
の
人
の
知
覚
に
よ
っ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
法
を
い
う
。

以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
よ
る
記
録
に
係
る
記
録
媒
体
に
よ
り
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
電
磁
的
方
法
に
よ
る
記
録
に
係
る
記
録
媒
体
に
よ
り
提
出
す
る
場
合
は
、
申
請
者
又
は
届
出

者
の
氏
名
及
び
住
所
並
び
に
申
請
又
は
届
出
の
年
月
日
を
記
載
し
た
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
省
令
は
、
電
気
通
信
事
業
法
及
び
国
立
研
究
開
発
法
人
情
報
通
信
研
究
機
構
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
（
平
成
三
十
年
法
律
第
二
十
四
号
。
以
下
「
改
正
法
」
と
い
う
。
）
附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行

の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
電
気
通
信
番
号
規
則
の
廃
止
）

第
二
条

電
気
通
信
番
号
規
則
（
平
成
九
年
郵
政
省
令
第
八
十
二
号
。
以
下
「
旧
規
則
」
と
い
う
。
）
は
、
廃
止
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
三
条

改
正
法
附
則
第
三
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
電
気
通
信
番
号
を
従
前
の
例
に
よ
り
引
き
続
き
使
用
す
る
者
が

法
第
五
十
条
の
二
第
一
項
又
は
第
五
十
条
の
十
一
の
指
定
を
受
け
た
と
き
は
、
当
該
者
は
、
当
該
電
気
通
信
番
号
（

当
該
指
定
を
受
け
た
も
の
に
限
る
。
）
に
つ
い
て
旧
規
則
第
十
八
条
の
規
定
に
基
づ
く
届
出
を
し
た
も
の
と
み
な
す
。
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別
表

電
気
通
信
番
号
の
種
別
（
第
五
条
第
二
項
関
係
）

一

固
定
電
話
番
号

二

付
加
的
役
務
電
話
番
号

三

デ
ー
タ
伝
送
携
帯
電
話
番
号

四

音
声
伝
送
携
帯
電
話
番
号

五

無
線
呼
出
番
号

六

特
定
Ｉ
Ｐ
電
話
番
号

七

Ｆ
Ｍ
Ｃ
電
話
番
号

八

特
定
接
続
電
話
番
号

九

Ｉ
Ｍ
Ｓ
Ｉ

十

事
業
者
設
備
識
別
番
号

十
一

付
加
的
役
務
識
別
番
号

十
二

緊
急
通
報
番
号

十
三

国
際
信
号
局
識
別
番
号

十
四

デ
ー
タ
通
信
設
備
識
別
番
号

十
五

メ
ッ
セ
ー
ジ
交
換
設
備
識
別
番
号
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備
考

こ
の
表
に
お
け
る
次
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
と
お
り
と
す
る
。

一

固
定
電
話
番
号

電
気
通
信
番
号
計
画
に
利
用
者
設
備
識
別
番
号
と
し
て
定
め
る
固
定
電
話
番
号

二

付
加
的
役
務
電
話
番
号

電
気
通
信
番
号
計
画
に
利
用
者
設
備
識
別
番
号
と
し
て
定
め
る
付
加
的
役
務
電
話
番

号
三

デ
ー
タ
伝
送
携
帯
電
話
番
号

電
気
通
信
番
号
計
画
に
利
用
者
設
備
識
別
番
号
と
し
て
定
め
る
デ
ー
タ
伝
送
携

帯
電
話
番
号

四

音
声
伝
送
携
帯
電
話
番
号

電
気
通
信
番
号
計
画
に
利
用
者
設
備
識
別
番
号
と
し
て
定
め
る
音
声
伝
送
携
帯
電

話
番
号

五

無
線
呼
出
番
号

電
気
通
信
番
号
計
画
に
利
用
者
設
備
識
別
番
号
と
し
て
定
め
る
無
線
呼
出
番
号

六

特
定
Ｉ
Ｐ
電
話
番
号

電
気
通
信
番
号
計
画
に
利
用
者
設
備
識
別
番
号
と
し
て
定
め
る
特
定
Ｉ
Ｐ
電
話
番
号

七

Ｆ
Ｍ
Ｃ
電
話
番
号

電
気
通
信
番
号
計
画
に
利
用
者
設
備
識
別
番
号
と
し
て
定
め
る
Ｆ
Ｍ
Ｃ
電
話
番
号

八

特
定
接
続
電
話
番
号

電
気
通
信
番
号
計
画
に
利
用
者
設
備
識
別
番
号
と
し
て
定
め
る
特
定
接
続
電
話
番
号

九

Ｉ
Ｍ
Ｓ
Ｉ

電
気
通
信
番
号
計
画
に
利
用
者
設
備
識
別
番
号
と
し
て
定
め
る
Ｉ
Ｍ
Ｓ
Ｉ

十

事
業
者
設
備
識
別
番
号

電
気
通
信
番
号
計
画
に
事
業
者
設
備
等
識
別
番
号
と
し
て
定
め
る
事
業
者
設
備
識
別

番
号

十
一

付
加
的
役
務
識
別
番
号

電
気
通
信
番
号
計
画
に
事
業
者
設
備
等
識
別
番
号
と
し
て
定
め
る
付
加
的
役
務
識
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別
番
号

十
二

緊
急
通
報
番
号

電
気
通
信
番
号
計
画
に
事
業
者
設
備
等
識
別
番
号
と
し
て
定
め
る
緊
急
通
報
番
号

十
三

国
際
信
号
局
識
別
番
号

電
気
通
信
番
号
計
画
に
事
業
者
設
備
等
識
別
番
号
と
し
て
定
め
る
国
際
信
号
局
識

別
番
号

十
四

デ
ー
タ
通
信
設
備
識
別
番
号

電
気
通
信
番
号
計
画
に
事
業
者
設
備
等
識
別
番
号
と
し
て
定
め
る
デ
ー
タ
通

信
設
備
識
別
番
号

十
五

メ
ッ
セ
ー
ジ
交
換
設
備
識
別
番
号

電
気
通
信
番
号
計
画
に
事
業
者
設
備
等
識
別
番
号
と
し
て
定
め
る
メ
ッ

セ
ー
ジ
交
換
設
備
識
別
番
号
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様式第１（第５条第１項関係） 

電気通信番号使用計画認定申請書 

年  月  日 

総務大臣 殿 

郵便番号 

（ふりがな） 
住  所 

（ふりがな） 
氏  名（自筆で記入したときは、押印を省略できる。

法人にあっては、名称及び代表者の氏名を
記載することとし、代表者が自筆で記入し
たときは、押印を省略できる。）   印 

登録年月日又は届出年月日及び登録番号又は届出番号 

法人番号（行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律（平成25年
法律第27号）第２条第15項に規定する法人
番号がある場合は、記載すること。） 

担当部署名（担当部署がある場合は、名称を記載する
こと。） 

電話番号及び電子メールアドレス（連絡のとれる電話
番号及び電子メールアドレスを記載するこ
と。なお、担当部署がある場合は、当該担
当部署の電話番号及び電子メールアドレス
を記載すること。） 

 

電気通信事業法第50条の２第１項の規定により、電気通信番号使用計画の認定を受けた

いので、別添の書類を添えて次のとおり申請します。 

 

認定を受けようとする 

電気通信番号使用計画 
 

欠格事由の有無 □ 有   □ 無 

 

注１ 「認定を受けようとする電気通信番号使用計画」は、様式第２により作成する電

気通信番号使用計画の「電気通信番号の種別」における記載に準じて記載すること

とし、様式第２における第１から第４までの別を併せて記載すること。 

（記載例）  特定ＩＰ電話番号［第１］ 

       特定ＩＰ電話番号［第２］ 

 ２ 「欠格事由の有無」は、電気通信事業法第50条の３に規定する欠格事由の有無に

ついて、該当する□に✓印をつけること。 

 ３ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 
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様式第２（第５条第１項、第９条第１項及び第12条第２項関係） 

第１ 利用者設備識別番号（自ら指定を受けて使用する場合に限る。）に係る電気通信番号

使用計画 

電気通信番号使用計画 

 

電気通信番号の種別（注２）：        

 

１ 電気通信番号の使用に関する事項 

(1) 電気通信番号計画に定める電気通信番号の使用に関する基本的事項を遵守する旨 

(2) 電気通信番号計画の定めに従い、電気通信番号（他の電気通信事業者が指定を受け

た電気通信番号を含む。）をその種別に応じ適切に使用する旨 

２ 付番をしようとする利用者設備識別番号（注３） 

３ 電気通信番号を使用して提供する電気通信役務の内容（注４） 

４ 電気通信番号の使用に必要となる電気通信設備の構成図（注５） 

５ 付番に関する事項（注６） 

６ 利用者設備識別番号の管理に関する事項（注７） 

７ 電気通信番号の使用に関する条件の確保に関する事項 

８ その他電気通信番号の使用に当たり特に必要な事項 

 

注１ 自ら指定を受けて利用者設備識別番号を使用する場合に加えて他の電気通信事業

者が指定を受けた利用者設備識別番号を使用する場合（卸電気通信役務の提供を受

けて使用する場合に限る。）には、第１及び第２の様式をそれぞれ作成すること。 

 ２ 別表に掲げる電気通信番号の種別のいずれかを記載すること。ただし、別表第２号

に掲げる付加的役務電話番号の場合は、識別しようとする電気通信役務の内容ごと

にこの様式を作成することとし、当該電気通信役務の内容を併せて記載すること。 

 ３ 次に掲げる事項を記載すること。 

(1) 利用者設備識別番号の種別及び数 

(2) 別表第１号に掲げる固定電話番号を使用する場合は、電気通信番号計画に定め

る番号区画ごとの数 

(3) 別表第７号に掲げるＦＭＣ電話番号を使用する場合（同表第４号に掲げる音声

伝送携帯電話番号又は同表第６号に掲げる特定ＩＰ電話番号を使用して、端末系

伝送路設備及び当該設備に接続される端末設備を利用者からの随時の請求によ

り特定する場合を含む。）には、組み合わせる利用者設備識別番号の種別及びそ

の番号の指定を受けた者の氏名又は名称 

(4) 別表第８号に掲げる特定接続電話番号を使用する場合は、その桁数 

 ４ 次に掲げる事項が明確となるよう記載すること。 

(1) 電気通信番号により電気通信役務を識別する場合は、識別される電気通信役務

（当該役務の提供の区域を含む。） 

(2) 電気通信役務の提供の開始の日（別表第１号に掲げる固定電話番号を使用する

場合は、電気通信番号計画に定める番号区画ごとの日） 

(3) 卸電気通信役務の提供の有無及びその概要 

 ５ 次に掲げる事項が明確となるよう記載すること。 

(1) 電気通信番号により電気通信設備を識別する場合は、識別される電気通信設備 

(2) 電気通信番号が使用される通信経路 

(3) 電気通信設備と利用者又は他の電気通信事業者との間における分界点 
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(4) 特定の設備の設置が電気通信番号の使用に関する条件とされている場合は、当

該設備の設置場所（都道府県及び市区町村名を含む。） 

 ６ 次に掲げる事項が明確となるよう記載すること。 

(1) 付番順序（利用者設備識別番号を付する順序をいう。）その他の付番に関する

方針 

(2) 再利用（付した番号を除去した後に再び付すことをいう。）の有無、解約保留

期間（付した番号に係る契約が解除された後一定の期間は再び付さないこととす

る場合におけるその期間をいう。）その他の付した番号の除去に関する方針 

 ７ 次に掲げる事項が明確となるよう記載すること。 

(1) 利用者設備識別番号に係る使用、未使用その他の状態の管理方法 

(2) 卸電気通信役務の提供を行う場合は、その提供を受ける電気通信事業者に対す

る利用者設備識別番号の管理方法 

(3) 番号ポータビリティを行う場合は、自ら利用者設備識別番号を付番した利用者

及び他の電気通信事業者が利用者設備識別番号を付番した利用者のそれぞれに

おける電気通信役務の提供に関する契約の相手方となる電気通信事業者を変更

したときの利用者設備識別番号の管理方法 

 ８ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 
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第２ 利用者設備識別番号（自ら指定を受けて使用する場合を除く。）に係る電気通信番号

使用計画 

電気通信番号使用計画 

 

電気通信番号の種別（注１）：        

 

１ 電気通信番号の使用に関する事項 

(1) 電気通信番号計画に定める電気通信番号の使用に関する基本的事項を遵守する旨 

(2) 電気通信番号計画の定めに従い、電気通信番号（他の電気通信事業者が指定を受け

た電気通信番号を含む。）をその種別に応じ適切に使用する旨 

２ 電気通信番号を使用して提供する電気通信役務の内容（注２）（注３） 

３ 電気通信番号の使用に必要となる電気通信設備の構成図（注２）（注４） 

４ 利用者設備識別番号の管理に関する事項（注２）（注５） 

５ 電気通信番号の使用に関する条件の確保に関する事項（注２） 

６ その他電気通信番号の使用に当たり特に必要な事項（注２） 

 

注１ 別表に掲げる電気通信番号の種別のいずれかを記載すること。ただし、別表第２号

に掲げる付加的役務電話番号の場合は、識別しようとする電気通信役務の内容ごと

にこの様式を作成することとし、当該電気通信役務の内容を併せて記載すること。 

 ２ 卸電気通信役務を提供する電気通信事業者と記載事項の全部又は一部が同一の内

容である場合は、当該電気通信事業者の氏名又は名称及び同一である旨（記載事項の

一部が同一である場合は同一である範囲）を記載することにより、記載内容の全部又

は一部を省略することができる。 

 ３ 次に掲げる事項が明確となるよう記載すること。 

(1) 電気通信番号により電気通信役務を識別する場合は、識別される電気通信役務

（当該役務の提供の区域を含む。） 

(2) 電気通信役務の提供の開始の日（別表第１号に掲げる固定電話番号を使用する

場合は、電気通信番号計画に定める番号区画ごとの日） 

(3) 卸電気通信役務の提供の有無及びその概要 

 ４ 次に掲げる事項が明確となるよう記載すること。 

(1) 電気通信番号により電気通信設備を識別する場合は、識別される電気通信設備 

(2) 電気通信番号が使用される通信経路 

(3) 電気通信設備と利用者又は他の電気通信事業者との間における分界点 

(4) 特定の設備の設置が電気通信番号の使用に関する条件とされている場合は、当

該設備の設置場所（都道府県及び市区町村名を含む。） 

 ５ 次に掲げる事項が明確となるよう記載すること。 

(1) 利用者設備識別番号に係る使用、未使用その他の状態の管理方法 

(2) 利用者設備識別番号に係る卸電気通信役務の提供を行う電気通信事業者が利

用者設備識別番号の管理を適切に行うことができるようにするための管理方法 

(3) 卸電気通信役務の提供を行う場合は、その提供を受ける電気通信事業者に対す

る利用者設備識別番号の管理方法 

 ６ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 
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第３ 事業者設備等識別番号（自ら指定を受けて使用する場合に限る。）に係る電気通信番

号使用計画 

電気通信番号使用計画 

 

電気通信番号の種別（注２）：        

 

１ 電気通信番号の使用に関する事項 

(1) 電気通信番号計画に定める電気通信番号の使用に関する基本的事項を遵守する旨 

(2) 電気通信番号計画の定めに従い、電気通信番号（他の電気通信事業者が指定を受け

た電気通信番号を含む。）をその種別に応じ適切に使用する旨 

２ 使用しようとする事業者設備等識別番号（注３） 

３ 電気通信番号を使用して提供する電気通信役務の内容（注４） 

４ 電気通信番号の使用に必要となる電気通信設備の構成図（注５） 

５ 事業者設備等識別番号の管理に関する事項（注６） 

６ 電気通信番号の使用に関する条件の確保に関する事項 

７ その他電気通信番号の使用に当たり特に必要な事項 

 

注１ 自ら指定を受けて事業者設備等識別番号を使用する場合に加えて他の電気通信事

業者が指定を受けた事業者設備等識別番号を使用する場合（卸電気通信役務の提供

を受けて使用する場合に限る。）には、第３及び第４の様式をそれぞれ作成すること。 

 ２ 別表に掲げる電気通信番号の種別のいずれかを記載すること。 

 ３ 次に掲げる事項を記載すること。 

(1) 事業者設備等識別番号の種別及び数 

(2) 別表第14号に掲げるデータ通信設備識別番号を使用する場合は、その桁数 

(3) 別表第15号に掲げるメッセージ交換設備識別番号を使用する場合は、そのオク

テット数 

 ４ 次に掲げる事項が明確となるよう記載すること。 

(1) 電気通信番号により電気通信役務を識別する場合は、識別される電気通信役務

（当該役務の提供の区域を含む。） 

(2) 電気通信役務の提供の開始の日 

(3) 卸電気通信役務の提供の有無及びその概要 

 ５ 次に掲げる事項が明確となるよう記載すること。 

(1) 電気通信番号により電気通信設備を識別する場合は、識別される電気通信設備 

(2) 電気通信番号が使用される通信経路 

(3) 電気通信設備と利用者又は他の電気通信事業者との間における分界点 

(4) 特定の設備の設置が電気通信番号の使用に関する条件とされている場合は、当

該設備の設置場所（都道府県及び市区町村名を含む。） 

 ６ 次に掲げる事項が明確となるよう記載すること。 

(1) 一の事業者設備等識別番号の種別において、複数の事業者設備等識別番号を使

用する場合は、その管理方法 

(2) 卸電気通信役務の提供を行う場合は、その提供を受ける電気通信事業者に対す

る事業者設備等識別番号の管理方法 

 ７ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 
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第４ 事業者設備等識別番号（自ら指定を受けて使用する場合を除く。）に係る電気通信番

号使用計画 

電気通信番号使用計画 

 

電気通信番号の種別（注１）：        

 

１ 電気通信番号の使用に関する事項 

(1) 電気通信番号計画に定める電気通信番号の使用に関する基本的事項を遵守する旨 

(2) 電気通信番号計画の定めに従い、電気通信番号（他の電気通信事業者が指定を受け

た電気通信番号を含む。）をその種別に応じ適切に使用する旨 

２ 電気通信番号を使用して提供する電気通信役務の内容（注２）（注３） 

３ 電気通信番号の使用に必要となる電気通信設備の構成図（注２）（注４） 

４ 事業者設備等識別番号の管理に関する事項（注２）（注５） 

５ 電気通信番号の使用に関する条件の確保に関する事項（注２） 

６ その他電気通信番号の使用に当たり特に必要な事項（注２） 

 

注１ 別表に掲げる電気通信番号の種別のいずれかを記載すること。 

 ２ 卸電気通信役務を提供する電気通信事業者と記載事項の全部又は一部が同一の内

容である場合は、当該電気通信事業者の氏名又は名称及び同一である旨（記載事項の

一部が同一である場合は同一である範囲）を記載することにより、記載内容の全部又

は一部を省略することができる。 

 ３ 次に掲げる事項が明確となるよう記載すること。 

(1) 電気通信番号により電気通信役務を識別する場合は、識別される電気通信役務

（当該役務の提供の区域を含む。） 

(2) 電気通信役務の提供の開始の日 

(3) 卸電気通信役務の提供の有無及びその概要 

 ４ 次に掲げる事項が明確となるよう記載すること。 

(1) 電気通信番号により電気通信設備を識別する場合は、識別される電気通信設備 

(2) 電気通信番号が使用される通信経路 

(3) 電気通信設備と利用者又は他の電気通信事業者との間における分界点 

(4) 特定の設備の設置が電気通信番号の使用に関する条件とされている場合は、当

該設備の設置場所（都道府県及び市区町村名を含む。） 

 ５ 次に掲げる事項が明確となるよう記載すること。 

(1) 一の事業者設備等識別番号の種別において、複数の事業者設備等識別番号を使

用する場合は、その管理方法 

(2) 事業者設備等識別番号に係る卸電気通信役務の提供を行う電気通信事業者が

事業者設備等識別番号の管理を適切に行うことができるようにするための管理

方法 

(3) 卸電気通信役務の提供を行う場合は、その提供を受ける電気通信事業者に対す

る事業者設備等識別番号の管理方法 

 ６ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 
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様式第３（第９条第１項関係） 

電気通信番号使用計画の変更認定申請書 

年  月  日 

総務大臣 殿 

郵便番号 

（ふりがな） 
住  所 

（ふりがな） 
氏  名（自筆で記入したときは、押印を省略できる。

法人にあっては、名称及び代表者の氏名を
記載することとし、代表者が自筆で記入し
たときは、押印を省略できる。）   印 

登録年月日又は届出年月日及び登録番号又は届出番号 

担当部署名（担当部署がある場合は、名称を記載する
こと。） 

電話番号及び電子メールアドレス（連絡のとれる電話
番号及び電子メールアドレスを記載するこ
と。なお、担当部署がある場合は、当該担
当部署の電話番号及び電子メールアドレス
を記載すること。） 

 

電気通信事業法第50条の６第１項の規定により、電気通信番号使用計画の変更認定を受

けたいので、別添の書類を添えて次のとおり申請します。 

 

変更認定を受けようとす

る電気通信番号使用計画 
 

変更事項  

変更内容 
変 更 前 変 更 後 

  

変更予定年月日  

欠格事由の有無 □ 有   □ 無 

 

注１ 「変更認定を受けようとする電気通信番号使用計画」は、様式第２により作成す

る電気通信番号使用計画（変更のないものを除く。）の「電気通信番号の種別」に

おける記載に準じて記載することとし、様式第２における第１から第４までの別を

併せて記載すること。また、電気通信番号使用計画の全部を削る変更をする場合は

、同様に記載したものに取消線を付すこと。 

（記載例）  特定ＩＰ電話番号［第１］ 

       特定ＩＰ電話番号［第２］ 

 ２ 「変更事項」は、変更が生じる事項について、様式第２の事項の単位で記載する

こと。 

（記載例）  ２ 付番をしようとする利用者設備識別番号 

       ３ 電気通信番号を使用して提供する電気通信役務の内容 

 ３ 「変更内容」は、変更前及び変更後の記載内容が明確となるよう記載すること。 

 ４ 「欠格事由の有無」は、電気通信事業法第50条の３に規定する欠格事由の有無に

ついて、該当する□に✓印をつけること。 

 ５ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 
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様式第４（第12条第２項関係） 

電気通信番号使用計画の変更届出書 

年  月  日 

総務大臣 殿 

郵便番号 

（ふりがな） 
住  所 

（ふりがな） 
氏  名（自筆で記入したときは、押印を省略できる。

法人にあっては、名称及び代表者の氏名を
記載することとし、代表者が自筆で記入し
たときは、押印を省略できる。）   印 

登録年月日又は届出年月日及び登録番号又は届出番号 

担当部署名（担当部署がある場合は、名称を記載する
こと。） 

電話番号及び電子メールアドレス（連絡のとれる電話
番号及び電子メールアドレスを記載するこ
と。なお、担当部署がある場合は、当該担
当部署の電話番号及び電子メールアドレス
を記載すること。） 

 

電気通信事業法第50条の６第３項の規定により、同条第１項ただし書に定める軽微な変

更をしたので、別添の書類を添えて次のとおり届け出ます。 

 

変更した電気通信番号

使用計画 
 

変更事項  

変更内容 
変 更 前 変 更 後 

  

変更年月日  

欠格事由の有無 □ 有   □ 無 

 

注１ 「変更した電気通信番号使用計画」は、様式第２により作成する電気通信番号使

用計画（変更のないものを除く。）の「電気通信番号の種別」における記載に準じ

て記載することとし、様式第２における第１から第４までの別を併せて記載するこ

と。また、電気通信番号使用計画の全部を削る変更をする場合は、同様に記載した

ものに取消線を付すこと。 

（記載例）  特定ＩＰ電話番号［第１］ 

       特定ＩＰ電話番号［第２］ 

 ２ 「変更事項」は、変更が生じる事項について、様式第２の事項の単位で記載する

こと。 

（記載例）  ２ 付番をしようとする利用者設備識別番号 

       ３ 電気通信番号を使用して提供する電気通信役務の内容 

 ３ 「変更内容」は、変更前及び変更後の記載内容が明確となるよう記載すること。 

 ４ 「欠格事由の有無」は、電気通信事業法第50条の３に規定する欠格事由の有無に

ついて、該当する□に✓印をつけること。 

 ５ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。
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様式第５（第12条第３項関係） 

電気通信番号を使用しない電気通信事業者になった旨の届出書 

年  月  日 

総務大臣 殿 

郵便番号 

（ふりがな） 
住  所 

（ふりがな） 
氏  名（自筆で記入したときは、押印を省略できる。

法人にあっては、名称及び代表者の氏名を
記載することとし、代表者が自筆で記入し
たときは、押印を省略できる。）   印 

登録年月日又は届出年月日及び登録番号又は届出番号 

担当部署名（担当部署がある場合は、名称を記載する
こと。） 

電話番号及び電子メールアドレス（連絡のとれる電話
番号及び電子メールアドレスを記載するこ
と。なお、担当部署がある場合は、当該担
当部署の電話番号及び電子メールアドレス
を記載すること。） 

 

電気通信事業法第50条の６第３項の規定により、電気通信番号を使用しない電気通信事

業者になったので、次のとおり届け出ます。 

 

認定を受けていた電気

通信番号使用計画 
 

電気通信番号を使用し

ないこととなった日 
 

 

注１ 「認定を受けていた電気通信番号使用計画」は、様式第２により作成していた電

気通信番号使用計画の「電気通信番号の種別」における記載に準じて記載すること

とし、様式第２における第１から第４までの別を併せて記載すること。 

（記載例）  特定ＩＰ電話番号［第１］ 

       特定ＩＰ電話番号［第２］ 

 ２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 
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